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1 ．は じ め に
　2020年の東京オリンピック・パラリンピックに向けたさまざまな取り組みが活発になって
きている。環境面でのそうした取り組みの 1 つとして，使用済み家電からメダルをつくろう
という動きもある1）。使用済み家電に含まれる金などの金属を有効利用しようという動き
は，2012年に「使用済小型電子機器等の再資源化の促進に関する法律（以下，小型家電リサ
イクル法）」が制定されたことを受け，加速されてきている。2013年度に2.4万トンだった小
型家電の回収は，2015年度には6.7万トンまで拡大している2）。
　またテレビや冷蔵庫などの大型家電については，1998年に「特定家庭用機器再商品化法
（以下，家電リサイクル法）」が制定されたあとで，指定引取場所での引取台数も増加し，リ
サイクルの実績もあがってきている。ただし，家電リサイクル法以外のルートに載っている
　本研究では，使用済み家電製品のリサイクル制度について，日本と中国を比較するとと
もに，それぞれが抱える現状の課題についての検討をおこなっている。また，使用済み品
等の潜在資源性および潜在汚染性という性質に注目し，その観点から使用済み品の回収に
ついて考察をしている。日本では，家電リサイクル法と小型家電リサイクル法があるが，
両者の仕組みが異なっている。またどちらも回収に関する課題を抱えているが，そうした
状況を改善するためには，排出者にとって適正な排出をしやすい環境を整えていくことが
重要である。一方，中国に関しては，適正な解体処理をおこなう業者を厳選し，認定する
ことで，インフォーマル・セクターのフォーマル化が図られている。しかしながら，使用
済み品の回収が複雑な状況になっており，その点での改革が必要となっている。潜在資源
性が高い場合には，使用済み品の回収が自発的におこなわれる可能性があるが，それに 
よってトレーサビリティが確保できないと，不適正な処理につながってしまう可能性が 
ある。潜在汚染性も高い場合には，とくに，そのような取り組みが求められる。
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1）　日本経済新聞，2017年 2 月16日付。
2）　産業構造審議会資料（3）より。
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ものも多く，その一部は不法投棄や不適正な処理がおこなわれてしまっている。
　一方，中国でも2012年より家電リサイクル制度がスタートした。対象品目はテレビ，冷蔵
庫，洗濯機，エアコン，パソコンの 5 品目で，拡大生産者責任（Extended Producer Respon 
sibility, EPR）にもとづいた仕組みとなっている。近年では対象品目を拡大する動きもあり，
中国での使用済み家電の処理・リサイクルはますます活発なものになっていくことが予想さ
れる。
　このように日本においても，中国においても，使用済み家電のリサイクルが進展してきて
いるものの，それぞれに課題を抱えている状況にある。本稿では，両国の制度を比較するこ
とで，現状を改善するための方策について考えていく。
　中国の家電リサイクル制度については，染野（2014）や細田・染野（2014）などの先行研
究があるが，本稿では，使用済み家電の回収に焦点をあてて，考察を進めていく。その際，
使用済みとなった製品や部品など（以下，使用済み品等）について，資源としての側面およ
び汚染可能性の側面に注目し，自発的回収の可能性や強制回収の必要性についても考慮す
る。
　なお，本稿の構成は以下のとおりである。まず第 2 節で，日本における使用済み家電のリ
サイクルについて，家電リサイクル法および小型家電リサイクル法の現状および課題等につ
いて整理する。つづく第 3 節では中国においてスタートした家電リサイクル制度について紹
介する。第 4 節では，こうした日中の家電リサイクル制度の課題について検討するために，
使用済み品等の回収や再資源化について，理論的な観点から整理し，第 5 節において，日本
や中国における課題について，理論的な観点もふまえて考察する。そして第 6 節において，
本研究のまとめをおこなう。
2 ．日本における使用済み家電のリサイクルの状況
　日本では，使用済み家電のリサイクルに関して，対象品目によって異なる法律が対応して
いる。エアコンやテレビなどの大型家電については，家電リサイクル法のもとで，引取りや
再商品化がおこなわれており，携帯電話端末やデジタルカメラ，ゲーム機等については小型
家電リサイクル法において回収がおこなわれている。このほか「資源の有効な利用の促進に
関する法律（資源有効利用促進法）」では，パソコンや小形二次電池を「指定再資源化品」
としており，製造等事業者への再資源化義務が課されている。ここでは家電リサイクル法と
小型家電リサイクル法の 2 つについて，制度の概要とリサイクルの現状や課題を整理してい
くことにする。
　日本の家電リサイクル法は，エアコン，テレビ（ブラウン管式，液晶式・プラズマ式），
冷蔵庫・冷凍庫，洗濯機・衣類乾燥機の 4 品目を対象として，効率的なリサイクルを進め，
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廃棄物の減量を図っていくことを目的としている。それを進めるために，図 2-1 のような使
用済み家電の流れのもと，関係主体の役割が求められている。具体的には，排出者（消費
者，事業者）は，使用済み家電の適正な引渡しと収集・運搬および再商品化等に関する料金
の支払いをおこない，小売業者は，自らが過去に販売した対象機器あるいは消費者が家電を
買い換える際に引取りを求められた対象機器について，引取義務を負っている。また小売業
者は引取ったものを製造業者等（製造業者，輸入業者）が指定する指定引取場所にて引渡
し，製造業者等がその再商品化等義務を負う。
　日本の家電リサイクル法では，製造事業者等が再商品化義務を負っているが，これは
EPR の考え方を反映したものである。EPR には，物理的な責任（physical EPR）と財政的
な責任（financial EPR）とがあるが，家電リサイクル法の場合には，physical EPR となっ
ている。またリサイクル費用の支払いについては，排出者，つまり家電の所有者が排出時に
支払うことになっている。
　家電リサイクル法は2001年に施行され，家電 4 品目の引取台数や再商品化実績もあがって
きている。引取台数については，図 2-2 に示されているように，近年は年間1,000～1,200万
台あたりで推移しており，2015年度は1,087万台となっている。また品目別の再商品化率に
ついては，エアコンで93％，ブラウン管式テレビは73％，液晶式・プラズマ式テレビは89
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（出所）　環境省「家電リサイクル法の概要」より。
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％，冷蔵庫・冷凍庫は82％，洗濯機・衣類乾燥機は90％となっている3）。この再商品化率
は，いずれも家電リサイクル法の再商品化等基準を上回るものとなっている。
　家電リサイクル法ルート以外での処理も少なくはなく，不法投棄や不適正な処理がおこな
われている可能性もある。またそれが海外に流出することで，不適正な処理につながるケー
スも多い。経済産業省および環境省による使用済み家電のフロー推計によると，2013年度に
家庭や事業所から排出された家電 4 品目は1,639万台であるが，このうち小売業者による引
取りは1,074万台となっており，そのほかに不法投棄されたものが9.2万台，不用品回収業者
による引取りが195万台となっている。また最終的な行き先として，海外スクラップとなっ
ているものが155万台，中古品として輸出されたものが104万台と推計されている4）。
　こうした状況のもと，使用済み家電の回収をより積極的に進めていくことが求められ，
2015年には使用済み家電の回収率目標を設定した。具体的には，約49％であった現状（2013
年度）の回収率について，2018年度までに56％まで上昇させることを目標に掲げている。ま
たそうした目標を達成するための取り組みについて，「特定家庭用機器廃棄物回収率目標達
成アクションプラン」（以下，アクションプラン）を策定している5）。
3）　一般財団法人家電製品協会（2016）24-25ページより。
4）　産業構造審議会資料（ 2 ）より。
5）　廃家電の回収率向上に向けたアクションプラン及び取組状況の検証に関する検討会（2016）を参
照のこと。
図 2-2　指定引取場所における引取台数の推移（2001～2015年度）
（出所）　一般財団法人家電製品協会（2016），図表 II-1より。
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　一方，小型家電リサイクル法は，携帯電話端末，デジタルカメラ，ゲーム機，デジタル
オーディオプレーヤーなど28類型が対象品目となっている。家電リサイクル法と異なるの
は，EPR に基づいた制度ではなく，関係者の協力のもと回収方法やリサイクルの方法につ
いて工夫し，実情に合わせたリサイクルをおこなっていく促進型の制度となっている点であ
る。また小型家電のリサイクルをおこなおうとする者は，再資源化事業計画を作成して，主
務大臣の認定を受けることで，廃棄物処理業の許可の取得が不要となる。そのことによっ
て，使用済み小型家電の広域的な回収をおこなうことができる。
　回収方法としては，認定事業者による直接回収のほか，市町村による回収もある。市町村
による回収では，公共施設などに回収ボックスを設置して回収する方法（ボックス回収）
や，不燃ごみなどで回収したものについて，自治体職員が処理施設で小型家電を抜き取る方
法（ピックアップ回収）などがある。
　2013年 4 月に法律が施行され，初年度の回収量は2.4万トンであったが，2015年度には6.7
万トンまで増加している。ただし，当初の目標は年間14万トンであり，その数値に比べると
半分以下しか達成できていない6）。そのため，今後，回収量をどのように拡大していくかが
課題となっている。
3 ．中国の家電リサイクル制度
　中国における家電リサイクル制度（廃旧電器電子産品処理管理条例）は2012年にスタート
した7）。この制度の対象となっているのは，テレビ，冷蔵庫，洗濯機，エアコン，パソコン
の 5 品目であり，これらの対象品目の解体処理に対して補助金を支給するものとなってい
る。その補助金の原資は，家電製造業者が負担しており，EPR に基づく制度となっている。
ただ前節で紹介した日本の家電リサイクル法とは異なり，中国の場合は financial EPR と
なっている。
　この制度において，解体業者が補助金を受けるためには，省政府による厳しい審査を経て
認定を受けなければならない。また実際の補助金の支給にあたっても，実際の解体のプロセ
スを細かく記録しておかなければならないなど，監視体制も厳しいものになっている。
　こうした背景にあるのは，中国で深刻なものとなっていた使用済み電気電子機器の不適正
なリサイクルによる環境汚染などの問題である8）。これらはインフォーマル・セクターに
6）　産業構造審議会資料（3）より。
7）　中国における家電リサイクルについて，近年の文献として，染野（2014）や細田・染野（2014）
などがある。本節の内容は，これらの文献のほかに，筆者が中国でヒアリング調査等で得たときの
ものも含んでいる。
8）　たとえば吉田（2005）や寺園（2006），Chi et al. （2011）などを参照されたい。
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よっておこなわれており，手作業による分解処理や公害防止装置のない簡易な設備での処理
などがおこなわれていた。中国の家電リサイクル制度では，上述のように解体処理に対して
厳しい審査や監視体制をおくことで，適正な処理・リサイクル施設の整備を図り，イン
フォーマル・セクターのフォーマル化を進めようとしている。
　こうした取り組みによって成果が期待されている一方で，いくつかの課題も明らかになっ
てきている。ここでは 2 つほど指摘しておくことにしよう。まず 1 つ目は，この制度におけ
る基金と補助金の財政的なバランスの問題である。先に述べたように，中国の家電リサイク
ル制度は，financial EPR となっており，家電製造業者が補助金の原資を負担している形を
とっている。しかしながら，解体処理に与えられる補助金の水準に対し，生産者の支払う金
額が少ないものになっている。たとえばテレビの場合，解体に対する補助金は 1 台あたり85
元であるが，生産者が支払うのは 1 台あたり13元となっている。
　この水準は制度設計当初の見込みをもとに算出されたとのことであるが，解体処理台数が
増えてきた結果，収支のバランスがおかしくなってきているという9）。そのため，今後はこ
の制度設計の再検討が必要となってきているが，それを改善していくためには，補助金の水
準等を見直すだけでなく，家電製品の生産・販売や使用済み家電の排出予測などをより正確
にしていくことも求められるだろう。
　 2 つ目は，使用済み家電の回収に関するものである。中国の家電リサイクル制度では，解
体処理業者に補助金が支払われる仕組みとなっているが，解体処理のために使用済み家電を
処理業者から買い取る必要がある。しかし，そうした使用済み家電の確保が容易ではなく 
なってきている。
　2012年に現在の制度がスタートする前は，国内の消費刺激策として別の政策が実施されて
いた。これは「以旧換新」と呼ばれているもので，使用済み製品の下取りを条件に新しい製
品の購入に対する補助がおこなわれていた10）。また，買い替えに対してだけでなく，使用済
み家電の収集運搬に対しても補助金が支払われており，それが消費者から大量に集められた
使用済み家電のリサイクルにつながった。
　ところが，現在の制度は，解体業者が調達先を確保していく必要も生じており，そのこと
で買取り価格の上昇などが見られている場合もある11）。回収業者の立場からすれば，認定を
受けた解体業者よりも高く買い取ってくれるところがあれば，そちらに売ってしまう可能性
9）　佐藤ほか（2016）では，この点について人口推計に基づいたシミュレーション分析をおこなって
いる。
10）　この政策は2009年に始まり，その後，対象地域が拡大され，2011年末までおこなわれた。対象品
目は，2012年からの家電リサイクル制度と同じ 5 品目である。
11）　この点については，斉藤ほか（2015）や佐藤ほか（2016）などに詳しい説明がある。
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も十分にある。
　また，解体業者が使用済み家電を安定的に確保するためには，多様な回収ルートを持って
いることも重要である。回収業者から買い取りをおこなうほか，製品の販売・アフターサー
ビスのルートを利用しているような企業もある。このほかに中古市場などもあり，使用済み
家電のルートは非常に複雑なものとなっている。このような状況のなかで，解体処理業者の
みをフォーマル化していったとしても，不適正処理をおこなう業者が残ってしまうかもしれ
ない。回収業者も含めたフォーマル化が必要になってくるだろう。
4 ．使用済み品等の回収と潜在資源性・潜在汚染性
　第 2 節および第 3 節では，日本および中国の家電リサイクル制度の概要と課題について整
理をおこなってきた。日本では，家電 4 品目の家電リサイクルルートでの回収率を高めてい
くことや，小型家電についても回収量の拡大が必要となっている。中国では，解体業者の 
フォーマル化だけでなく，回収業者も含めたフォーマル化を図っていくことが重要な課題の
1 つとなっている。いずれの場合も，使用済み家電の回収のあり方について考えていく必要
がある。
　こうした問題について考えていくうえで，使用済み品等のもつ 2 つの性質に注目すること
が重要である。 1 つは，使用済み品等の資源としての性質である。これは使用済み家電製品
を回収し，適正にリサイクルすることで，製品に含まれていた金，銀などの希少金属を得る
ことができるが，そうした側面に注目したものである。もう 1 つは，汚染可能性に関するも
ので，使用済み品等の処理・リサイクルが適正におこなわれない場合，周辺環境の汚染や健
康被害等の影響が生じてしまうということである。細田（2008）では，そうした 2 つの性質
を「潜在資源性」および「潜在汚染性」と呼んでいる12）。
　こうした 2 つの性質は，「潜在」という表現から想像できるように，常に現実の問題とな
るとは限らない。たとえば，使用済み家電の潜在汚染性は高いが，適正な処理・リサイクル
をおこなうことによって，それを顕在化させずに済ませることもできる。一方で，前節で紹
介したような中国のインフォーマル・セクターでの処理のもとでは，汚染が顕在化してし
まっている。
　細田（2008）では，潜在的な性質が顕在化する条件について考察しているが，使用済み品
12）　これらの概念について，細田（2008）では，つぎのように説明している。前者については，「あ
るものが生産過程に投入されたときに生の限界生産力を持つ場合，あるいは消費過程に投入された
ときに正の限界効用をもたらす場合」に，潜在資源性があるとしており，後者に関しては，「ある
ものが生産や消費に負の影響を与えるとき，言い換えればなんらかの経路で負の限界生産力または
負の限界効用をもたらすような性質を持つとき」にその性質を潜在汚染性と呼んでいる。
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等をどう処理するかという観点での条件にとどまっており，発生した使用済み品等の回収か
らリサイクルまでを考慮したものにはなっていない13）。本節では，そうした背景から，使用
済み品等の収集および再資源化に関して，簡単なモデルをもちいて考察をおこなっていくこ
とにする。
　いま，ある地域において，使用済み品等が発生しており，その総量を x であらわすことに
する。この地域には回収業者および処理・リサイクル業者がおり，回収業者によって集めら
れた使用済み品等が処理・リサイクル業者に引渡され，それが適正処理あるいはリサイクル
されているものとする。
　使用済み品等の発生量 x のうち，回収業者による回収量を g とし，回収されない分を n と
おくと，x＝g＋n という関係式が成り立つ14）。また回収にかかる費用を cg（g），回収したも
のの市場価値を pg としよう15）。この市場価値 pg は正の値も負の値もどちらもとり得るもの
とする。つまり，pg＞ 0 であれば，回収されたものが有償取引されていることを意味し， 
pg＜ 0 の場合は逆有償取引となっているということである。また，回収されなかった使用済
み品等 n について，外部費用 cn（n）が発生するとしよう
16）。
　ここで回収業者の利潤最大化行動について考えてみよう。回収以外の費用はかからないも
のとすると，利潤はπg≡pgg－cg（g）と定義することができる。内点解を考えると，利潤最
大化条件はつぎのようにあらわすことができる。
　　　pg ＝ c' ｇ（g） （ 1 ）　
ここで左辺は回収したものの市場価値，右辺は回収の限界費用であり，両者が等しくなって
いる。
　一方，pg＜c'g（g），つまり回収の限界費用が十分に大きい，あるいは回収したものの市場
価値が十分に低い場合には，g ＝ 0 および x ＝ n となり，発生した使用済み品等はまったく
回収されない。たとえば使用済み品等が逆有償取引されている状況では，利潤最大化行動の
もとでは回収がおこなわれない。また pg＞c'g（g），つまり回収の限界費用が十分に小さい，
あるいは回収したものの市場価値が十分に高い場合には，使用済み品等がすべて回収される
ことになる（x＝g および n＝ 0 ）。
13）　また斉藤（2015）では，同様の観点から，回収に関する直観的な整理をおこなっているが，本稿
で示すような回収からリサイクルまでの整理をしたものではない。
14）　なお使用済み品等の発生量 x は所与とし，発生抑制等の議論は考えないものとする。
15）　ここで回収費用に関して，　　　　≡ c'g（g）＞ 0 および 　　　　≡ c''g（g）　 0 が成り立つものと
する。
16）　回収されない場合の外部費用について，　　　　≡ c'n（n）＞ 0 および 　　　　≡ c'n（n）　 0 であ
るとする。
dcg（g）
dg
d2cg（g）
dg2
＞
dcn（n）
dn
d2cn（n）
dn2
＞
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　つぎに使用済み品等が回収されないことによる外部費用 cn（n）を考慮した場合の社会的最
適な状態について考えてみよう。内点解については，先の（ 1 ）式が以下のように書き換え
られる。
　　　pg－c'g（g）＝－c'n（n） （ 2 ）　
この式を c'g（g）－ p
g ＝ c'n（n）と書き換えれば，回収の限界純費用と非回収の限界費用が等し
くなっていることを意味していることがわかる。回収をする場合は集められたものを何らか
の形で別の主体に引き渡すことになるが，もし売却することができれば，その分を回収費用
から差し引いたものが純費用となる。また逆有償の場合には，回収費用に加えて引渡しの費
用も考慮することになる。
　一方，端点解に目を向けると，つぎの 2 つのケースを考えることができる。まず（a）pg
－c'g（g）＜－c'n（n）が成り立つケース，つまり回収したものの市場価値が十分に低い場合，
回収の限界費用が十分に大きい場合，あるいは非回収による限界外部費用が十分に小さい場
合については，使用済み品等はを全く回収しないことが社会的に最適となる（x ＝ n および
g ＝ 0 ）。
　反対に（b）pg－c'g（g）＞－c'n（n），つまり回収したものの市場価値が十分に高い場合，回
収の限界費用が十分に小さい場合，非回収による限界外部費用が十分に高い場合には，使用
済み品等をすべて回収することが社会的に最適となる（x＝g および n＝ 0 ）。
　こうした端点解の議論は，先に説明した潜在資源性や潜在汚染性とあわせて考えることが
できる。たとえば，潜在資源性および潜在汚染性がともに低い状況は先の（a）のケースに
該当するが，この場合は回収にかかる費用を考慮すると，回収の強化を積極的に進めなくて
もよいということを意味している。もちろん，それによってモデルで想定していないような
何らかの損失が発生するのであれば，それは考慮する必要があるかもしれない。しかしなが
ら，そうした可能性も十分に低いのであれば，潜在汚染性および潜在資源性の両方が低いも
のについては，それほど大きな問題にはならないと言える。
　一方，潜在汚染性が高いものについては，潜在資源性が低いものであったとしても，回収
をおこなう必要がある。これは先の（b）のケースにあたる。もし潜在資源性が高い場合に
は，（ 1 ）式より，利潤最大化行動のもとでも回収がおこなわれるが，そうでない場合には自
発的な回収はおこなわれない。しかしながら，回収されないことの外部費用が大きいため，
強制的に回収をおこなうことが社会的にみて最適となる。
　ただ潜在資源性が高い場合にも，注意が不要であるわけではない。この場合，自発的な回
収がおこなわれる可能性があるが，それが不適正なルートである場合には，不適正な処理へ
つながってしまう可能性もあるからである，したがって，回収されたものが適正な処理ルー
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トに引き渡されているか，トレーサビリティを確保する必要がある。
　このように使用済み品等を回収するかしないかという選択は，潜在資源性や潜在汚染性の
2 つの性質と大きく関係していることがわかる。それではつぎに回収された使用済み品等に
ついて，これを資源化するか，適正処理するかを考えよう。
　いま使用済み品等の回収量 g に対して，資源化量を r，適正処理量を e とすると，g ＝ 
r ＋ e という関係式が得られる。また資源化する場合の費用関数を cr（r），適正処理する場
合の費用関数を ce（e）とおき
17），処理・リサイクル業者の利潤関数はπr≡prr－cr（r）－ce（e）
－ pgg とあらわされるものとしよう。なおここで pr は回収された使用済み品等を再資源化
した場合の資源価値である。内点解（ g＞r＞ 0 および g＞e＞ 0 ）に注目すると，つぎのよ
うな利潤最大化条件を導くことができる。
　　　pr－c'r（r）＝－c'（e） （ 3 ）　
（ 2 ）式と同じように解釈すると，再資源化の限界純費用と適正処理の限界費用が等しいこと
を意味している。
　一方，再資源化の限界純費用が十分に大きいとき，あるいは適正処理の限界費用が十分に
小さいとき，つまり pr－c'r（r）＜－c'e（e）という関係が成り立つとき，回収された使用済み品
等のすべてが適正処理される（r＝ 0 および g＝e＞ 0 ）。またこの大小関係が逆向き，つま
り pr － c'r（r）＞－ c'e（e）となる場合には，すべてがリサイクルされることになる（ g＝r＞ 0
および e ＝ 0 ）。
　最後に，回収業者にとっての選択と処理・リサイクル業者にとっての選択をあわせて考え
てみることにしよう。処理・リサイクル業者が適正処理をおこなっている場合，収入を得る
ためには，回収業者から使用済み品等を逆有償取引で得る必要がある18）。回収された使用済
み品等について，有償取引がおこなわれるのは，すべてがリサイクルされている場合に限
る。ただし，注意が必要なのは，すべてがリサイクルされているからといって，有償取引さ
れているとは限らないということである。
5 ．使用済み家電の回収についての再検討
　前節では，単純なモデルのもとで，使用済み品等の自発的な回収あるいは強制的な回収の
17）　これまでと同じように，各費用関数について，　　　　≡ c'r（r）＞ 0 ，　　　　≡ c''r（r）　 0 ， 
　　　　≡c'e（e）＞0，および　　　　≡ c''e（e）　 0 であるとする。
18）　処理・リサイクル業者に関して，制約条件 g ＝ r ＋ e のもとで利潤最大化条件を求めると，適正
処理をおこなっているときに pg が負の値をとっていることが確かめられる。
dcr（r）
dr
d2cr（r）
dr2
＞
dce（e）
de
d2ce（e）
de2
＞
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必要性について，また回収されたものが再資源化されるか，適正処理されるか，という点に
ついて整理をおこなってきた。ここでのモデル分析は，消費者による排出行動は含まれてい
ない。また回収された使用済み品等の不適正処理の可能性についても描かれていない19）。し
かしながら，前節の分析のもとで，日本の使用済み家電のリサイクルおよび中国の家電リサ
イクル制度について，いくつか示唆される点がある。本節では，それらについて整理してい
くことにしよう。
　第 2 節でみたように，日本の家電リサイクル法では，回収率の強化を図っていくことが今
後の課題となっていた。現在，2013年に49％であった回収率を2018年度に56％まで上昇させ
ることを目標としているが，それを実現させるために，アクションプランのなかでは，不法
投棄されている量を半減させるとともに，国内で不法に処理されているスクラップをできる
だけ低減させることが求められている20）。
　不法投棄については，個人でおこなわれる場合もあるが，違法な業者によっておこなわれ
ている場合もある。また，不法に処理されているスクラップについても，家電リサイクル法
のルート以外で回収されたものである可能性が高い。そうしたルートに使用済み家電が流れ
てしまうことを防ぐためには，排出者に対する情報提供なども重要であるが，排出者が使用
済み家電を適正排出しやすい環境を整えることも重要である。適正排出しやすい環境であれ
ば，違法な回収業者にとってみれば，それは回収にかかる費用が高くなることにつながる。
その結果として，違法なルートで回収される量も減少するだろう。
　そうした環境を整えるためには，現在，排出時に支払われるリサイクル費用についても，
再検討が必要ではないだろうか。もし排出時に支払う仕組みを維持するのであれば，他の観
点で環境を整えることが重要である。たとえば，現在，家電を買い替えるタイミングなどで
は，使用済みのものを小売業者に引き取ってもらうことができるため，適正排出をしやすい
と言える。しかし，そうでない場合に捨てようとすると，適正排出のための情報を収集し
て，しかるべき対応を取らなければならず，排出者にとって面倒と感じることもあるだろ
う。こうした点も含めて，適正な排出を促すための仕組みづくりを検討すべきである。
　また小型家電のリサイクルに関しては，回収量が目標の半分にも達していない状況となっ
ている。小型家電の潜在的な価値は高いにもかかわらず，その回収が進んでいないのは，回
19）　なお消費者による排出行動に関する理論的研究として，たとえば Wertz（1976）や Ferrara
（2003）などがある。また財・サービスの生産から消費，排出，処理まで含めた理論モデルとして，
Fullerton and Kinnaman（1995）や Fullerton and Wu（1998），Choe and Fraser（1999）などが
挙げられる。
20）　廃家電の回収率向上に向けたアクションプラン及び取組状況の検証に関する検討会（2016） 5
ページより。
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収されないことによって顕在化されない資源価値のロスが考慮されていないためであると考
えることができる。したがって，前節の（ 1 ）式および（ 2 ）式から明らかなように，回収さ
れる量が社会的に最適な水準よりも過小になっていると考えられる。
　したがって，これを最適な水準まで拡大するためには，何らかの施策によって，顕在化さ
れない資源価値のロスが考慮されるようにしなければならない。現在の小型家電リサイクル
法は，促進法という位置づけになっているが，EPR を含めた仕組みにすることも含めて，
検討していく必要があるだろう。
　また，前節の分析から明らかなように，資源価値 pg や回収の限界費用 c'g（g）が変化すれ
ば，均衡も変化する。小型家電に関する回収の取り組みが進むなかで，より効率的な回収が
実現されていけば，回収量も増えることになる。反対に，資源価値の変化によっては，目標
の達成が困難になる場合も起こり得るだろう。そのことをどう評価するかも考えていくこと
が重要であろう。
　さらに第 2 節でも述べたように，日本では使用済み家電について，品目によって異なる法
律が対応している状況にある。これは排出者にとっては，わかりにくいものとなっている。
容器包装廃棄物のような場合とは異なり，個人にとって使用済み家電を排出する状況は，そ
れほど頻繁に起こらないと考えられるので，適正な排出をするためには，その都度，情報収
集が必要となるかもしれない。適正排出のための環境を整えるという意味では，異なる法律
に対して横断的な情報提供の手段や回収方法なども検討していく必要があるだろう。
　一方で，中国の家電リサイクルについては，適正な解体処理業者を厳選して認定し，育成
していくことで，インフォーマル・セクターのフォーマル化を進めようとしているが，一方
で回収ルートが多様化し，複雑化してしまっているという課題もみられた。また家電リサイ
クル制度がスタートしてから，使用済み家電の買い取り価格が上昇していることについても
触れた。
　こうした状況は，第 4 節でいうところの潜在資源性が高い場合に当てはまるが，中国の場
合には潜在汚染性が顕在化する可能性も高く，その意味で注意が必要である。現在は，解体
処理業者におけるフォーマル化が進められているが，そのことに加えて，回収ルートについ
てもフォーマル化を進めていくことが必要となる。そのようにして，回収から処理までの透
明性を高めていくことが重要となってくるだろう。
6 ．研究のまとめ
　本研究では，使用済み家電製品のリサイクル制度について，日本と中国を比較して整理
し，それぞれが抱える課題についての検討をおこなってきた。日本では，家電 4 品目につい
ての家電リサイクル法のほかに小型家電リサイクル法があるが，前者は EPR に基づいた制
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度であるのに対して，後者は促進型の制度となっており，品目によって異なる法律が対応し
ている状況にある。また日本の家電リサイクル法は，施行して15年以上経っており，実績も
あがってきているものの，適正なルートに載っている割合は高くなく，回収率を高めるため
の目標が設定されている。小型家電リサイクル法についても，制定当初の回収目標の半分以
下しか回収ができていない状況にある。
　こうした状況を改善していくにあたって，排出者にとって適正な排出をしやすい環境を整
えていくことが重要である。家電リサイクル法の場合は，排出時支払いとなっている点も含
めて検討が必要であるが，上述のように異なる法律が対応している仕組みについて，横断的
な対応を検討することも必要であろう。
　一方，中国の家電リサイクル制度は，financial EPR に基づいた制度となっており，かつ
て深刻な問題を引き起こしていたインフォーマル・セクターをフォーマル化すべく，適正な
解体処理をおこなう業者を厳選して認定し，補助金を与えるという方法をとっている。しか
しながら，補助金の適正な水準に関して，収支のバランスを検討する必要があるほか，使用
済み家電の回収ルートも複雑化・多様化しており，その点についての改善も必要となってい
る。
　本研究では，使用済み品等の回収を考えるにあたって，潜在資源性と潜在汚染性という概
念から整理をおこなった。中国でみられている状況は，潜在資源性も潜在汚染性もともに高
い状況であるが，そうした状況では，使用済み品等の回収がおこなわれやすい面がある一方
で，それによって不適正な処理につながってしまう可能性もある。したがって，回収ルート
のフォーマル化を進め，透明性を確保していくことが必要となってくるだろう。
　本研究では，日中の制度の比較をおこなってきたが，それぞれの抱える課題の検討を進め
るうえで，両国以外の制度についても整理をおこなっていくことは重要である。ヨーロッパ
の取り組みも含めて，総合的に整理することは重要であるし，また中国の問題を考えるうえ
で，他の新興国の状況について考察することも有用な示唆を与えてくれるだろう。こうした
点については，今後の研究課題としたい。
　また，日本における課題を考えるうえで，消費者が適正な排出行動をとるための仕組みに
ついて理論的かつ実証的な観点から考察をおこなっていくことも重要である。そうしたテー
マについても，今後の研究課題として検討していきたい。
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